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事業名 

みやぎ・せんだい協働教育基盤による地域⾼度⼈材の育成 

 

事業の⽬的・概要 

 本事業は、事業協働地域にある12の⾼等教育機関がそれぞれ有している教育プログラムを相互に単位互

換し、より実効性の⾼い地域⼈材の連携型の育成プログラムの構築を⽬指すものです。具体的には、同地

域内の企業が抱える課題を組み上げ、学⽣や教職員が参画する課題解決型の教育プロジェクトとして⽴ち

上げます。このプロジェクトへの取り組みは、企業側にとっても経営課題の解決や新たな事業の創造にも

繋がり、将来への経営⾰新にも期待ができるものとなります。⼀⽅、COC+参加⼤学の学⽣にとっては、

実際の企業という活きたフィールドで実施されるプロジェクトに参画することで、実践的な学びを得る機

会にもなってきます。他県の同様のプログラムにおける事後調査でも「参画した学⽣のうち7割程度が職業

の選択肢に地域の中⼩企業を含むようになった」という報告が得られております。この結果は、在学中の

学⽣に対してより実践的な学びを経験する機会を増加させることで、中⼩企業の割合が⾼い宮城県におい

ても地域内への就職者の割合が⾼まることで期待できるとも⾔えます。 

 また本事業では、地域⼈材の育成プログラムを構築し地域を担う⼈材の実効性のある定着を⽬指し、

COC+参加⼤学で共通化された「地域⾼度⼈材育成指標」の策定と導⼊を進めます。⼈材育成の指標には、

既に存在する「社会⼈基礎⼒」や「学⼠⼒」がよく知られていますが、宮城県という地域の豊かな特⾊を

理解しながら地域の企業の成⻑を促すことのできる⼈材を評価するためには、これを⼀歩進めた形に昇華

させる必要があります。このような指標を、「COC+参加⼤学」「⾃治体」「産業界」「⾦融機関及び⽀

援機関等」がしっかりとしたスクラムを組んで構築し、本事業の教育プログラムを通じて、学⽣が「何」

が「どの程度できるようになったか」ということをエビデンスベースで⽰していきます。そして、この指

標は、COC+参加⼤学における共同のキャリア⽀援活動などで実際に利⽤されることとなります。 

 本事業でのこれらの活動は、宮城県内の12の⾼等教育機関、⾃治体、COC+推進コーディネーター、地

域の企業及び⽀援機関等から構成される「協働教育推進機構(仮称)」で実施し、同機構では、教育プログ

ラムの策定・運⽤、⾃治体及び地域企業等のニーズの調査、⾦融機関や⽀援機関との協働の取り組みの実

施などを担当します。 

 

 

 



本事業を通じた⽬標 

 ⼤学としては、地域の企業の経営をより良くできる⼈材を数多く輩出することを⽬指す。また、このプ

ロセスを通じて、地域の企業は、⾃らより良い経営ができる体制を構築することを⽬指すことになる。最

終的には、この両者の取り組みが循環し、地域の企業を良くできる若年層⼈⼝が宮城県に定着することで

地域経済が活性化することを⽬指します。 

事業協働機関 

申請⼤学 

東北学院⼤学(COC+⼤学) 

 

参加⼤学等 

宮城教育⼤学(COC⼤学)、東北⼯業⼤学(COC⼤学)、⽯巻専修⼤学、尚絅学院⼤学、仙台⼤学、仙台⽩百

合⼥⼦⼤学、東北⽣活⽂化⼤学、宮城学院⼥⼦⼤学、聖和学園短期⼤学、東北⽣活⽂化⼤学短期⼤学部、

仙台⾼等専⾨学校 

 

参加⾃治体 

宮城県、宮城県仙台市 

 

参加企業等 

株式会社七⼗七銀⾏、株式会社仙台銀⾏、NPO法⼈ETIC.、⼀般社団法⼈ワカツク、株式会社知識創発研

究所、※尚、本事業申請後にも、「宮城県中⼩企業家同友会」からのご参画も得られており、今後もより

⼀層の体制の充実を進めて参ります。 

 

 


